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1. 16年12月期の業績（平成16年 1月 1日～平成16年12月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年12月期       11,055    △1.5       1,643    △7.4       2,411     3.5

15年12月期       11,221     1.1       1,773   △14.3       2,330    △7.1

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年12月期        1,397   △16.8         22.58－      3.4     5.0    21.8

15年12月期        1,679    16.8         27.24－      4.2     4.9    20.8

(注 )1.期中平均株式数 16年12月期     60,553,890株 15年12月期     60,564,886株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年12月期           7.00          3.50          3.50         423    31.0     1.0

15年12月期           7.00          3.50          3.50         423    25.7     1.0

(注 )16年12月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年12月期       49,553      42,459     85.7         700.85

15年12月期       47,883      40,854     85.3         674.09

(注 )1.期末発行済株式数 16年12月期     60,540,356株 15年12月期     60,561,419株
2.期末自己株式数 16年12月期        456,117株        435,054株15年12月期

2. 17年12月期の業績予想 （平成17年 1月 1日～平成17年12月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期        5,900       1,200         700          3.50－ －

通 期       11,700       2,400       1,500－           3.50          7.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          24円 28銭

記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
業 績 予 想 は 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。



１．比較貸借対照表　　　

注記 構成比 構成比 金額

番号 (％) (％) (千円)

Ⅰ流動資産

1 556,814 799,800 242,986

2 1,124,374 1,119,084 △ 5,290

3 15,167,433 13,231,529 △ 1,935,904

4 117,579 132,554 14,975

5 108,224 112,554 4,330

6 105,586 101,575 △ 4,011

7 16,832 56,660 39,828

8 51,751 31,944 △ 19,807

9 7,507 60,233 52,726

△ 929 - 929

流動資産合計 17,255,177 36.0 15,645,938 31.6 △ 1,609,239

Ⅱ固定資産

(1)有形固定資産

1 3,624,347 3,695,939

1,166,787 2,457,559 1,272,676 2,423,262 △ 34,297

2 7,122,119 7,236,439

5,619,021 1,503,097 5,938,967 1,297,471 △ 205,626

3 15,517,123 16,638,925

11,645,360 3,871,762 12,073,624 4,565,300 693,538

4 7,337,286 7,961,469

6,304,708 1,032,577 6,772,340 1,189,128 156,551

5 10,368 10,368

9,137 1,231 9,551 817 △ 414

6 216,420 210,844

135,776 80,643 140,889 69,955 △ 10,688

7 3,064,707 3,178,511 113,804

8 1,080,062 189,311 △ 890,751

有形固定資産合計 13,091,641 12,913,759 △ 177,882

(2)無形固定資産

1 448,310 437,413 △ 10,897

2 167,114 166,916 △ 198

3 37,142 36,049 △ 1,093

4 9,273 8,752 △ 521

無形固定資産合計 661,840 649,131 △ 12,709

(3)投資その他の資産

1 (※6) 10,182,534 16,312,964 6,130,430

2
(※2)
(※6)

5,291,609 2,416,612 △ 2,874,997

3 44,237 10,883 △ 33,354

4 108,967 94,101 △ 14,866

5 364,000 245,000 △ 119,000

6 139,616 7,222 △ 132,394

7 (※3) 378,782 357,895 △ 20,887

8 5,214 5,214 -

9 - 600,000 600,000

10 386,394 339,716 △ 46,678

貸倒引当金 △ 26,104 △ 44,440 △ 18,336

投資その他の資産合計 16,875,251 20,345,169 3,469,918

固定資産合計 30,628,733 64.0 33,908,060 68.4 3,279,327

資産合計 47,883,910 100.0 49,553,998 100.0 1,670,088

長期性預金

有価証券

(平成15年12月31日現在)
第142期

構築物

製品

貯蔵品

前払費用

工具器具及び備品

現金及び預金

第143期

(平成16年12月31日現在)

区分
金額

(千円)

金額

(千円)

売掛金

減価償却累計額

貸倒引当金

建物

繰延税金資産

その他の流動資産

短期債権

減価償却累計額

減価償却累計額

瓦斯井

減価償却累計額

減価償却累計額

増減

出資金

減価償却累計額

土地

建設仮勘定

借地権

鉱業権

ソフトウェア

関係会社株式

機械及び装置

信託土地

その他の投資その他の資産

従業員に対する長期貸付金

資産の部

関係会社長期貸付金

長期前払費用

信託建物・構築物

施設利用権

投資有価証券

車輌及び運搬具
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注記 構成比 構成比 金額
番号 (％) (％) (千円)

Ⅰ流動負債
1 5,924 8,423 2,499
2 348,157 430,845 82,688
3 40,000 40,000 -
4 (※2) 182,000 191,600 9,600
5 (※1) 1,065,440 808,354 △ 257,086
6 594,785 338,693 △ 256,092
7 81,750 85,360 3,610
8 464,020 506,779 42,759
9 581,769 606,813 25,044
10 52,815 6,758 △ 46,057
11 - 10,800 10,800
流動負債合計 3,416,664 7.1 3,034,429 6.1 △ 382,235

Ⅱ固定負債
1 (※2) 398,800 477,200 78,400
2 35,400 35,400 -
3 1,660,367 1,943,988 283,621
4 1,406,182 1,466,812 60,630
5 112,350 136,625 24,275
固定負債合計 3,613,099 7.6 4,060,025 8.2 446,926
負債合計 7,029,763 14.7 7,094,455 14.3 64,692

Ⅰ資本金 (※4) 7,902,185 16.5 7,902,185 16.0 -
Ⅱ資本剰余金
1 資本準備金 8,239,053 8,239,053
2 その他資本剰余金
自己株式処分差益 3 3 55 55
資本剰余金合計 8,239,056 17.2 8,239,108 16.6 52

Ⅲ利益剰余金
1 利益準備金 908,302 908,302
2 任意積立金
(1)海外投資等損失準備金 31,027 20,208
(2)探鉱準備金 1,973,024 2,045,745
(3)固定資産圧縮積立金 1,186,760 1,155,933
(4)別途積立金 18,280,238 21,471,051 19,480,238 22,702,126
3 当期未処分利益 2,023,558 1,735,882
利益剰余金合計 24,402,912 51.0 25,346,311 51.2 943,399

Ⅴその他有価証券評価差額金 535,286 1.1 1,210,136 2.4 674,850
Ⅵ自己株式 (※5) △ 225,293 △ 0.5 △ 238,197 △ 0.5 △ 12,904
資本合計 40,854,146 85.3 42,459,543 85.7 1,605,397
負債及び資本合計 47,883,910 100.0 49,553,998 100.0 1,670,088

第142期
(平成15年12月31日現在)

第143期

金額
(千円)

金額
(千円)

設備支払手形

支払手形
買掛金
短期借入金
一年内に返済する長期借入金
未払金
未払法人税等

預り金
従業員預り金

区分

負債の部

増減

資本の部

繰延税金負債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

その他の流動負債

長期借入金
信託預り金

(平成16年12月31日現在)

未払費用
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２．比較損益計算書　　　

注記 百分比 百分比

番号 (％) (％)

Ⅰ売上高

(※1) 11,221,784 100.0 11,055,496 100.0 △ 166,288

Ⅱ売上原価 (※1)

127,205 117,579 △ 9,626

6,207,067 5,871,275 △ 335,792

2,481,963 2,798,755 316,792

計 8,816,235 8,787,611 △ 28,624

117,579 8,698,655 77.5 132,554 8,655,056 78.3 14,975 △ 43,599

2,523,129 22.5 2,400,439 21.7 △ 122,690

Ⅲ販売費及び一般管理費
(※2)
(※5)

23,493 12,974 △ 10,519

726,247 749,740 6.7 744,439 757,414 6.8 18,192 7,674

1,773,388 15.8 1,643,024 14.9 △ 130,364

Ⅳ営業外収益 (※1)

12,723 14,304 1,581

181,794 345,340 163,546

120,496 135,385 14,889

2,978 2,978 -

138,602 129,738 △ 8,864

6,449 7,308 859

158,077 621,123 5.5 185,728 820,784 7.4 27,651 199,661

Ⅴ営業外費用

32,064 33,153 1,089

6,179 7,923 1,744

18,435 2,591 △ 15,844

7,477 64,154 0.5 8,223 51,891 0.5 746 △ 12,263

　 2,330,357 20.8 2,411,917 21.8 81,560

Ⅵ特別利益

(※3) - 47,029 47,029

499,094 499,094 4.5 - 47,029 0.4 △ 499,094 △ 452,065

Ⅶ特別損失

(※1)
(※4)

80,893 187,313 106,420

598 - △ 598

1,350 11,200 9,850

13,891 96,734 0.9 22,309 220,822 2.0 8,418 124,088

2,732,717 24.4 2,238,124 20.2 △ 494,593

1,113,946 947,483 △ 166,463

△ 60,947 1,052,998 9.4 △ 106,672 840,811 7.6 △ 45,725 △ 212,187

1,679,719 15.0 1,397,313 12.6 △ 282,406

555,817 550,518 △ 5,299

211,978 211,949 △ 29

2,023,558 1,735,882 △ 287,676

増減

売上高

(千円)
区分

(千円)

金額

(千円)

金額

受取配当金

租鉱料収入

受取利息

第143期

(自 平成16年 1月  1日 

 至 平成16年12月31日)

製品期首たな卸高

当期製品製造原価

当期製品仕入高

販売費

前期繰越利益

法人税等調整額

第142期

(自 平成15年 1月  1日 

 至 平成15年12月31日)

金　　　額

賃貸料収入

託送料収入

有価証券利息

営業利益

投資有価証券売却益

固定資産売却益

当期未処分利益

支払利息

寄附金

中間配当額

ゴルフ会員権評価損

その他の特別損失

製品代精算差額

当期純利益

売上総利益

一般管理費

製品期末たな卸高

法人税、住民税
及び事業税

税引前当期純利益

その他の営業外収益

投資有価証券評価損

その他の営業外費用

固定資産除却損

経常利益
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３．比較利益処分案　　　

Ⅰ当期未処分利益 2,023,558 1,735,882 △ 287,676

Ⅱ任意積立金取崩額

10,818 10,124 △ 694

418,462 510,957 92,495

39,747 469,028 39,849 560,931 102 91,903

合計 2,492,586 2,296,814 △ 195,772

Ⅲ利益処分額

211,964 211,891 △ 73

30,000 30,000 -

探鉱準備金 491,183 484,804 △ 6,379

固定資産圧縮積立金 8,920 - △ 8,920

別途積立金 1,200,000 1,700,103 1,942,068 1,000,000 1,484,804 1,726,695 △ 200,000 △ 215,299 △ 215,373

Ⅳ次期繰越利益 550,518 570,119 19,601

(注)(　　　 )内は株主総会による承認日

(平成16年 3月30日)

第143期

(平成17年 3月30日)

第142期

(千円)

取締役賞与金

金額

(千円)

金額

増減

任意積立金

区分
注記
番号

海外投資等損失準備
金取崩額

探鉱準備金取崩額

固定資産圧縮積立金
取崩額

配当金

(千円)

金額
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４．重要な会計方針　　

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)

(ｲ) … 総平均法に基づく原価法。

(ﾛ) … 移動平均法に基づく原価法。

(2)

(ｲ) … 移動平均法に基づく原価法。

(ﾛ)

(a) 時 価 の あ る も の …

(b) 時 価 の な い も の … 移動平均法に基づく原価法。

(3) … 時価法。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) … 定額法。

(2)

(ｲ) … 生産高比例法。

(ﾛ) …

(ﾊ) … 定額法。

(3)

(ｲ) … 定額法。

(ﾛ) … 定額法。

3.

(1) …

(2) …

(3) …

4. …

5.
(1) …

(2)
(ｲ) … 為替予約取引。
(ﾛ) … キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの。
(3) …ヘ ッ ジ 方 針 為替変動のリスクのヘッジを目的として、担当部門において担当役

員の承認を受けたのち、為替予約取引を実行し、経理部門において
管理業務を行っている。

ヘ ッ ジ 対 象

製 品

貯 蔵 品

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法
繰延ヘッジ処理によっている。なお、外貨建金銭債権債務等に係る
為替予約取引については、振当処理を採用している。

無 形 固 定 資 産

鉱 業 権

子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

そ の 他 有 価 証 券

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によっている。

決算日の市場価格等に基づく時価法。(評価差額は全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定。)

　なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来な
い複合金融商品については、全体を時価評価し、評価差額を損益に
計上している。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上している。

貸 倒 引 当 金 諸債権(売掛金等)の貸倒損失に充てるため、一般債権については貸
倒実績率により算定し、貸倒懸念債権等特定の債権については、個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

投 資 そ の 他 の 資 産

自社利用ソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年)に
基づく定額法。

ヘ ッ ジ 手 段

　数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌期から費用処理している。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退任時に支給される慰労金の支払いに備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上している。

ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法

ヘッジ手段とヘッジ対象

た な 卸 資 産

有 価 証 券

リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法

施 設 利 用 権

引 当 金 の 計 上 基 準

信託建物・構築物、信託長
期前払費用(その他の投資
その他の資産）

デ リ バ テ ィ ブ

有 形 固 定 資 産

長 期 前 払 費 用

ソ フ ト ウ ェ ア
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(4) …

6. そ　　　　　　の　　　　　　他
… 税抜方式によっている。

7. 金額は千円未満を切り捨てて表示している。なお、金額欄に「0」と表示しているのは、千円未満の金額が
あることを示している。

ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、期日、金額等の重要な条件が
同一であり、高い相関関係があると考えられるため、有効性の判定
を省略している。

ヘッジ有効性評価の方法

消 費 税 等 の 会 計 処 理
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５．貸借対照表注記事項　　　

※1 関係会社に対する主な資産・負債 ※1 関係会社に対する主な資産・負債

未払金 634,323 千円 未払金 558,132 千円

※2 担保資産及び担保付債務 ※2 担保資産及び担保付債務

(1) (1)

(2) (2)

※3
285,542 千円

※3
306,429 千円

※4 授権株式数  　　普通株式 株 ※4 授権株式数  　　 普通株式 株

発行済株式数     普通株式 株 発行済株式数      普通株式 株

※5 自己株式の保有数　普通株式 435,054 株 ※5 自己株式の保有数　普通株式 456,117 株

※6

7 偶発債務 7 偶発債務

8 配当制限 8 配当制限

関係会社株式のうち90,112千円が、長期借入
金(一年内に返済する長期借入金を含む。)
32,000千円の担保として供されている。

信託建物・構築物の減価償却累
計額

信託建物・構築物の減価償却累
計額

タイ沖石油開発㈱の金融機関からの借入金に対し
て、19,204千円の債務保証を行っている。

タイ沖石油開発㈱の金融機関からの借入金に対
して、58,567千円の債務保証を行っている。

第142期
(平成15年12月31日現在)

100,000,000

60,996,473

第143期
(平成16年12月31日現在)

長期借入金(一年内に返済する長期借入金を含
む。)262,400千円について、担保留保条項が
付されている。

関係会社株式のうち90,112千円が、長期借入
金(一年内に返済する長期借入金を含む。)
86,400千円の担保として供されている。

100,000,000

長期借入金(一年内に返済する長期借入金を含
む。)304,400千円について、担保留保条項が付
されている。

　なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号
の規定により、配当に充当することが制限され
ている。

60,996,473

有価証券の時価評価により、純資産額が1,215,218
千円増加している。

従来、「固定資産」の「関係会社株式」に含め
ていた合同資源産業㈱の株式(当期末2,844,997千
円)は、当社が当期において当該会社の関連会社
ではなくなったため、「固定資産」の「投資有
価証券」へ振り替えている。

有価証券の時価評価により、純資産額が539,882
千円増加している。

　なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号
の規定により、配当に充当することが制限され
ている。
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６．損益計算書注記事項　　　

※1 ※1

　売上高 　売上高

　売上原価 　売上原価

　営業外収益(賃貸料収入) 　営業外収益(賃貸料収入)

　営業外収益(受取配当金) 　営業外収益(受取配当金)

　営業外収益(その他) 　営業外収益(その他)

　特別損失(固定資産除却損) 　特別損失(固定資産除却損)

※2 ※2

(1)販売費 (1)販売費

　販売手数料 　販売手数料

(2)一般管理費 (2)一般管理費

　役員報酬 　役員報酬

　給料手当 　給料手当

　退職給付費用 　退職給付費用

　役員退職慰労引当金繰入額 　役員退職慰労引当金繰入額

　旅費交通費 　旅費交通費

　賃借料 　賃借料

　研究開発費 　研究開発費

※3 固定資産売却益の内訳

　土地

※4 固定資産除却損の内訳 ※4 固定資産除却損の内訳

　建物 　建物

　構築物 　構築物

　機械及び装置 　機械及び装置

　除却資産撤去費 　長期前払費用

　その他 　除却資産撤去費

合計 　その他

合計

※5 ※5

106,071 千円 105,473 千円

107,760

90,698

63,390

29,612

金額

(千円)

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりである。

金額

(千円)

27,200

48,441

105,473

66,839

17,335

189,094

8,714

34,324

金額

(千円)

金額

(千円)

3,805,700

3,083,683

117,112

47,029

(千円)
88

1,185

金額

科目 科目

180,094

12,974

107,700

金額

(千円)

金額

(千円)

科目

このうち関係会社に対するものは次のとおりであ
る。

このうち関係会社に対するものは次のとおりであ
る。

第143期
(自 平成16年 1月  1日 
 至 平成16年12月31日)

(自 平成15年 1月  1日 
 至 平成15年12月31日)

第142期

科目 科目
金額

(千円)
4,071,290

3,199,547

124,612

97,411

61,657

21,595

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次
のとおりである。

7,550

科目

23,395

72,104

106,071

23,493

33,369

25,800

187,313

金額

(千円)

80,893 32,251

110,748

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費

科目

科目 科目

103

30,806

38,483

3,948
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７．リース取引関係　　　

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略している。

８．有価証券関係　　　

(第142期)(平成15年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

子 会 社 株 式 1,469,800 3,082,741 1,612,941

関 連 会 社 株 式 － － －

(第143期)(平成16年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

子 会 社 株 式 1,469,800 3,542,705 2,072,905

関 連 会 社 株 式 － － －

(千円)

種類

有　価　証　券

貸借対照表計上額 時価 差額

種類

第142期
(平成15年12月31日現在)

第143期
(平成16年12月31日現在)

貸借対照表計上額

(千円)

有　価　証　券

(千円) (千円)

(千円)

時価 差額

(千円)
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９．税効果会計関係　　　

1 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 428,037 千円 491,880 千円
役員退職慰労引当金 41,886 50,937
投資有価証券評価損 8,416 8,416

その他の投資その他の資産評価損 44,279 47,643
未払事業税 37,205 14,698
賞与引当金 14,545 17,245

その他 17,507 22,919

繰延税金資産合計 591,879 653,741

繰延税金負債

探鉱準備金 △ 1,161,254 △ 1,146,408

固定資産圧縮積立金 △ 702,480 △ 678,263

海外投資等損失準備金 △ 11,471 △ 5,724

その他有価証券評価差額金 △ 325,288 △ 735,389

繰延税金負債合計 △ 2,200,494 △ 2,565,785

繰延税金負債の純額 △ 1,608,616 △ 1,912,044

2

法定実効税率 41.80 ％ 41.80 ％

(調整)
事業税非課税分 △ 2.78 ％ △ 2.92 ％
受取配当金等一時差異に該当しない項目 △ 0.57 △ 1.28
住民税均等割 0.24 0.28
その他 △ 0.16 △ 0.31

38.53 37.57

第142期 第143期
(平成15年12月31日現在)

第142期

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある場合の、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳

(平成16年12月31日現在)

第143期

税効果会計適用後の法人税等の負担率

(平成15年12月31日現在) (平成16年12月31日現在)
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１０．比較売上高明細

金額 比率 金額 比率
(千円) (％) (千円) (％)

天 然 ガ ス 9,854,166 88 9,629,449 87 △ 224,717

(895,822) (8) (841,819) (8) ( △ 54,003 )
1,215,607 11 1,223,801 11 8,194

か ん 水 152,010 1 202,245 2 50,235

11,221,784 100 11,055,496 100 △ 166,288

(注) 1 カッコ内は内数にして輸出額及び輸出比率を示す。

2 受注生産は行っていない。

ヨ ー ド

 至 平成15年12月31日)

(千円)

合計

増減
第142期

(自 平成15年 1月  1日 
第143期

(自 平成16年 1月  1日 
 至 平成16年12月31日)

金額

期別　　

　科目
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11．役員の異動  

 
（１）代表者の異動（平成 17年3月30日付） 
 
①新任代表取締役候補者 
    

代表取締役 取締役社長 

 佐竹
さたけ

 誠
まこと

 （現：当社顧問） 
    

代表取締役 常務取締役 茂原鉱業所長、同所開発部長 

 吉井
よしい

 正德
まさのり

 （現：当社取締役 茂原鉱業所開発部長） 
 
②退任予定代表取締役 
    

代表取締役 取締役社長 

 内藤
ないとう

 惠夫
しげお

 （当社相談役） 
    

代表取締役 常務取締役 茂原鉱業所長、同所ヨード部長、同所管理部長 

 久野
く の

 一裕
かずひろ

 （※大多喜ガス㈱ 代表取締役社長） 
 
（２）その他の役員の異動（平成17年3月30日付） 
 
①新任取締役候補者 
    

常務取締役 ※関東建設㈱ 代表取締役社長 ※㈱テクノアース 代表取締役社長 

 横山
よこやま

 勝彦
かつひこ

 （現：※大多喜ガス㈱ 常務取締役 営業本部長） 
    

取締役 人事部長 ※関発興産㈱ 代表取締役社長 

 長濱
ながはま

 新太郎
しんたろう

 （現：当社総務部長） 
    

取締役 営業部長 

 梶田
かじた

 直
すなお

 （現：当社営業部長） 
 
②退任予定取締役 
    

常務取締役 ※㈱テクノアース 代表取締役社長 

 明石
あかし

 護
まもる

 （※大多喜ガス株式会社 監査役（常勤・社外）） 
    

取締役 人事部長 ※関発興産㈱ 代表取締役社長 

 川﨑
かわさき

 勝好
かつよし

 （※大多喜ガス㈱ 取締役 経理部長（総務担当）） 
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③その他の異動 
    

常務取締役総務部長、経理部長、茂原鉱業所総務部長 

 渡邊
わたなべ

 俊彦
としひこ

 
（現：常務取締役（総務担当）経理部長 
※大多喜ガス㈱ 監査役（非常勤・社外）） 

 
（注）１．※印は、当社の子会社です。 
２．久野一裕氏、横山勝彦氏、明石護氏、川﨑勝好氏、渡邊俊彦氏の大多喜ガス㈱取
締役または監査役の就任・退任は、平成 17年3月29日付の予定です。 

 
以 上 


